
　
第 45 期 定 時 株 主 総 会
招 集 ご 通 知 に 際 し て の
インターネット開示情報

　　　 目 次
　　 　会社の新株予約権等に関する事項

計算書類の個別注記表
　　　
　 日本高純度化学株式会社
　　　　
上記項目の内容は、法令及び当社定款の規定に基づき、当社ホームペー
ジ（http://www.netjpc.com/）に掲載することにより、株主の皆様に
提供しているものであり、監査役及び会計監査人が監査報告を作成する
に際して、監査をした対象の一部であります。

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月24日 10時35分 $FOLDER; 1ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



1

会社の新株予約権等に関する事項（平成28年３月31日現在）
（1）当社役員が保有している新株予約権等の状況
① 平成23年６月17日開催の株主総会決議による新株予約権

　

取 締 役
（社外取締役を除く） 社外取締役 監 査 役

保有者数 ４名 ― ―
新株予約権の数 100個 ― ―
目的である株式の種類及び数 普通株式10,000株 ― ―
新株予約権の払込金額 払込を要しない
新株予約権の行使価額 １株あたり2,134円
新株予約権の行使期間 平成25年８月１日から平成28年７月31日
新株予約権の行使の条件 新株予約権の割当を受けた者が当社の取締役、監査役又は使用人たる

地位にあることを要すが、任期満了による退任、定年退職その他正当
な理由のある場合はこの限りではない。但し、その権利行使はその地
位を喪失した後１年間とする。

　（注）平成26年４月１日付で１株につき100株の割合で株式分割を行ったことにより、新株予約権の目的となる株式数、行使
に際して出資される財産の価額をそれぞれ分割割合に応じて調整しております。

　
② 平成24年６月22日開催の株主総会決議による新株予約権

　

取 締 役
（社外取締役を除く） 社外取締役 監 査 役

保有者数 １名 ― ―
新株予約権の数 30個 ― ―
目的である株式の種類及び数 普通株式3,000株 ― ―
新株予約権の払込金額 払込を要しない
新株予約権の行使価額 １株あたり1,883円
新株予約権の行使期間 平成26年８月１日から平成29年７月31日
新株予約権の行使の条件 新株予約権の割当を受けた者が当社の取締役、監査役又は使用人たる

地位にあることを要すが、任期満了による退任、定年退職その他正当
な理由のある場合はこの限りではない。但し、その権利行使はその地
位を喪失した後１年間とする。

　（注）平成26年４月１日付で１株につき100株の割合で株式分割を行ったことにより、新株予約権の目的となる株式数、行使
に際して出資される財産の価額をそれぞれ分割割合に応じて調整しております。
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③ 平成25年６月21日開催の株主総会決議による新株予約権
　

取 締 役
（社外取締役を除く） 社外取締役 監 査 役

保有者数 ４名 １名 ―
新株予約権の数 71個 15個 ―
目的である株式の種類及び数 普通株式7,100株 普通株式1,500株 ―
新株予約権の払込金額 払込を要しない
新株予約権の行使価額 １株あたり2,120円
新株予約権の行使期間 平成27年８月１日から平成30年７月31日
新株予約権の行使の条件 新株予約権の割当を受けた者が当社の取締役、監査役又は使用人たる

地位にあることを要すが、任期満了による退任、定年退職その他正当
な理由のある場合はこの限りではない。但し、その権利行使はその地
位を喪失した後１年間とする。

（注）平成26年４月１日付で１株につき100株の割合で株式分割を行ったことにより、新株予約権の目的となる株式数、行使
に際して出資される財産の価額をそれぞれ分割割合に応じて調整しております。

　
④ 平成26年６月20日開催の株主総会決議による新株予約権

　

取 締 役
（社外取締役を除く） 社外取締役 監 査 役

保有者数 ４名 ２名 ―
新株予約権の数 100個 25個 ―
目的である株式の種類及び数 普通株式10,000株 普通株式2,500株 ―
新株予約権の払込金額 払込を要しない
新株予約権の行使価額 １株あたり2,212円
新株予約権の行使期間 平成28年８月１日から平成31年７月31日
新株予約権の行使の条件 新株予約権の割当を受けた者が当社の取締役、監査役又は使用人たる

地位にあることを要すが、任期満了による退任、定年退職その他正当
な理由のある場合はこの限りではない。但し、その権利行使はその地
位を喪失した後１年間とする。
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⑤ 平成26年６月20日開催の株主総会決議による新株予約権 株式報酬型ストックオプション
　

取 締 役
（社外取締役を除く） 社外取締役 監 査 役

保有者数 ４名 ― ―
新株予約権の数 145個 ― ―
目的である株式の種類及び数 普通株式14,500株 ― ―
新株予約権の払込金額 払込を要しない
新株予約権の行使価額 １株あたり１円
新株予約権の行使期間 平成26年７月16日から平成56年７月15日
新株予約権の行使の条件 新株予約権者は上記の行使期間内において、当社の取締役の地位を喪

失した日の翌日から10日を経過する日までの間に限り、新株予約権を
一括してのみ行使できるものとする。新株予約権者が死亡した場合、
その者の相続人は本新株予約権を一括してのみ行使することができる。

⑥ 平成27年６月19日開催の株主総会決議による新株予約権
　

取 締 役
（社外取締役を除く） 社外取締役 監 査 役

保有者数 ４名 ２名 ―
新株予約権の数 100個 25個 ―
目的である株式の種類及び数 普通株式10,000株 普通株式2,500株 ―
新株予約権の払込金額 払込を要しない
新株予約権の行使価額 １株あたり2,602円
新株予約権の行使期間 平成29年８月１日から平成32年７月31日
新株予約権の行使の条件 新株予約権の割当を受けた者が当社の取締役、監査役又は使用人たる

地位にあることを要すが、任期満了による退任、定年退職その他正当
な理由のある場合はこの限りではない。但し、その権利行使はその地
位を喪失した後１年間とする。
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⑦ 平成27年６月19日開催の株主総会決議による新株予約権 株式報酬型ストックオプション
　

取 締 役
（社外取締役を除く） 社外取締役 監 査 役

保有者数 ４名 ― ―
新株予約権の数 117個 ― ―
目的である株式の種類及び数 普通株式11,700株 ― ―
新株予約権の払込金額 払込を要しない
新株予約権の行使価額 １株あたり１円
新株予約権の行使期間 平成27年７月16日から平成57年７月15日
新株予約権の行使の条件 新株予約権者は上記の行使期間内において、当社の取締役の地位を喪

失した日の翌日から10日を経過する日までの間に限り、新株予約権を
一括してのみ行使できるものとする。新株予約権者が死亡した場合、
その者の相続人は本新株予約権を一括してのみ行使することができる。

（2）当事業年度中に当社使用人に対し交付した新株予約権の状況
　

決議年月日 平成27年６月19日
人数 48名
新株予約権の数 153個
目的である株式の種類及び数 普通株式15,300株
新株予約権の払込金額 払込を要しない
新株予約権の行使価額 １株あたり2,602円
新株予約権の行使期間 平成29年８月１日から平成32年７月31日
新株予約権の行使の条件 新株予約権の割当を受けた者が当社の取締役、監査役又は使用人たる

地位にあることを要すが、任期満了による退任、定年退職その他正当
な理由のある場合はこの限りではない。但し、その権利行使はその地
位を喪失した後１年間とする。
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個 別 注 記 表
1. 重要な会計方針に係る事項
1－1 資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法
（1）その他有価証券

時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）を採用しております。
時価のないもの
移動平均法による原価法を採用しております。
デリバティブ等の評価基準及び評価方法
時価法によっております。
たな卸資産の評価基準及び評価方法
月次総平均法による原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。

1－2 固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産

建物（付属設備を除く）は定額法、建物以外については定率法によっております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ８～15年
機械及び装置 ４～８年
車両運搬具 ６年
工具、器具及び備品 ４～６年

（2）無形固定資産
定額法を採用しております。
ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用して
おります。

1－3 引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率に基づき、貸倒懸念債権等特定の
債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上することとしております。

（2）賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額の当期負担額を計上しております。
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1－4 その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
（1）ヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約については、振当処理の要件を充たしているもの
は、振当処理を行っております。

② ヘッジ手段と対象
（ヘッジ手段） （ヘッジ対象）
　為替予約 外貨建金銭債権等
③ ヘッジ方針
外貨建取引の為替相場の変動リスクを回避する目的で為替予約取引を行い、ヘッジ対象の識別は個別契
約毎に行っております。

④ ヘッジの有効性評価の方法
ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フ
ロー変動の累計を比較し、その変動の比率によって有効性を評価しております。ただし、振当処理によ
っている為替予約については、リスク管理方針に従って、為替予約の締結時に外貨建による同一金額で
為替予約をそれぞれ振当てているため、その後の為替相場の変動による相関関係は完全に確保されてい
るので決算日における有効性の評価を省略しております。

（2）消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

　
2. 貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額 592,930千円

3. 株主資本等変動計算書に関する注記
3－1 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末
普通株式（株） 6,317,200 ― ― 6,317,200

　

3－2 自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末
普通株式（株） 482,300 ― 6,300 476,000
（変動事由の概要）
役員及び従業員のストック・オプションの権利行使による自己株式の処分 6,300株

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月24日 10時35分 $FOLDER; 7ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）



7

3－3 剰余金の配当に関する事項
（1）当事業年度中に行った剰余金の配当

決議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

平成27年６月19日
定時株主総会 普通株式 233,396 40.00 平成27年３月31日 平成27年６月22日
平成27年10月23日
取締役会 普通株式 233,648 40.00 平成27年９月30日 平成27年12月１日
　
（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

次のとおり決議を予定しております。

決議 株式の種類 配当金
の原資

配当金の
総額（千円）

１株当たり
配当額（円） 基準日 効力発生日

平成28年６月17日
定時株主総会 普通株式 利益

剰余金 233,648 40.00 平成28年３月31日平成28年６月20日
　

3－4 当事業年度の末日において当社が発行している新株予約権に関する事項
第８回平成23年新株予約権（平成23年６月17日） 　普通株式 21,500株
第９回平成24年新株予約権（平成24年６月22日） 　普通株式 12,300株
第10回平成25年新株予約権（平成25年６月21日） 　普通株式 21,700株
2014年７月新株予約権（株式報酬型 平成26年６月20日）　普通株式 14,500株
2015年７月新株予約権（株式報酬型 平成27年６月19日）　普通株式 11,700株
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4. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別内訳
（繰延税金資産）
未払事業税 10,803千円
賞与引当金 16,756
役員退職慰労金 87,554
投資有価証券評価損 17,065
ゴルフ会員権評価損 1,654
税制非適格新株予約権 12,878
資産除去債務 12,035
その他 2,710
繰延税金資産合計 161,458千円
（繰延税金負債）
その他有価証券評価差額金 486,055千円
その他 2,475
繰延税金負債合計 488,530千円
繰延税金負債の純額 327,072千円
繰延税金負債の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。
流動資産―繰延税金資産 34,002千円
固定負債―繰延税金負債 361,074千円

5. リースにより使用する固定資産に関する注記
該当事項はありません。
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6. 金融商品に関する注記
6－1 金融商品の状況に関する事項

当社は、一時的な余資は、安全性の高い金融資産で運用しております。
受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。ま
た、投資有価証券は株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っています。

6－2 金融商品の時価等に関する事項
平成28年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。

（単位：千円）
貸借対照表計上額（＊） 時価（＊） 差額

（1）現金及び預金 4,540,921 4,540,921 ―
（2）売掛金 1,172,863 1,172,863 ―
（3）投資有価証券

その他有価証券 3,303,564 3,303,564 ―
（4）買掛金 （179,424） （179,424） ―
（5）未払法人税等 （138,541） （138,541） ―
（6）デリバティブ取引 ― ― ―
　

（＊）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。

（注1）金融商品の時価の算定方法に関する事項
（1）現金及び預金、（2）売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。

（3）投資有価証券
これらの時価については、取引所の価格によっております。

（4）買掛金、（5）未払法人税等
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお
ります。

（6）デリバティブ取引
為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金と一体として処理されているため、
その時価は当該対象に含めて記載しています。

（注2）非上場株式（貸借対照表計上額54千円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積るこ
となどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「（3）投資有価証券 その他有
価証券」には含めておりません。
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7. 関連当事者との取引に関する注記
該当事項はありません。

8. １株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 1,443円23銭
１株当たり当期純利益 121円31銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 120円68銭

（注）算定上の基礎
　

損益計算書上の当期純利益（千円） 708,327
普通株式にかかる当期純利益（千円） 708,327
普通株式の期中平均株式数（株） 5,838,797
潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用いられた普通株式増加数（株）
（うち新株予約権）

30,511
(30,511)

9. 重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2016年05月24日 10時35分 $FOLDER; 11ページ （Tess 1.40(64) 20140530_01）


